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論 文 内 容 要 旨
資本主義の生成 と近代的核家族の形成 との間にはいかなる関係があ るだろうか。前者 と後者が相
互 に影響 を与 え合 う関係 は極あて複雑である。 この疑問を解明するために、筆者 は!6世 紀か ら18世
紀 にかけて著 しい人 口流入 を経験 した ウィ リンガ ムWillinghamと い う沼沢地縁 りの教区におけ
る家族 ・親族構造 および相続 慣行を検討 した。そ こで は地域社会 におけるごく短期間の土地保有規
模の細分化 と共同地利用の進展が、親族 の構造 と相続慣行 にも影響を与えている。他方、移入者 お
よび移出者の増加 ・家族数 の増大 ・家族構成員の減少 というもうひとっの変化のなかで、土地保有
規模 の差異や身分 ・地位の違いを超 える親族間の協働があ らわれた。 それは家族扶養の責任 を主 た
る動機 としつっ、世代 の継承に力を果た し、 この方向か らも、相続慣行は質的変化 を迫 られるよ う
になる。
西欧学会の社会経済史の分野 において次第に家族の問題が とりあげ られっつある。そ こでの問題
関心 は資本主義の生成 と核家族 の形成 との間の親和的関係を中心 とするよ うに思われ る。言 い換え
るとイギ リスでの早期の核家族形成が資本主義的関係の形成 と密 な関係にあったのではないか、 と
いう予測が、少な くともイギ リスではあるように思われる。資本主義経済の三大要素は資本 ・土地 ・
労働であろう。その うち資本は、その本質である自己の増殖 さえ達成で きるのであればどこに位置
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しようとかまわず、国籍に拘泥することが比較的す くな く、 したがって地域性に も乏 しい。だが残
る二者、土地 と労働は、いずれ も、地域々々に固有のあ り方を示す ものである。家族 ・親族関係を
扱 うのもこれ ら二つの要素 と切 って も切 り離せない ものだか らなのである。それゆえにまた、家族 ・
親族関係のあり方を大 き く規定すると思われる村落共同体 とその各構成要素 とを多角的に検討す る
ことは重要である。
農民家族 にっいては従来、二つの方法的立場か ら研究が なされてきた。一っ は農民家族 の実態解
明とい う社会学的立場であ り、今一つは農家世帯経営の実存形態如何を探 るとい う社会経済史上の
立場 である。 この二っのアプローチは前者 はどちらか というと定性的側面 を、後者 はむ しろ定量的
側面 に重点を置 きっっ、おそ らくは人間や労働力のあり方を理解す るという点では補完 し合 ってい
る。 それ らの研究史 にっいては改めて詳述す るが、裁判所記録 を含むマナー諸記録を用 いたG.C.
ホーマ ンズ以来、農民家族その ものの構造 を視座の中心 にすえる社会学 ・社会人類学的方法は、今
やP.ラ スレットを筆頭 に教区登録簿 を基本史料 として社会構造 と人口動態の歴史を論ず る者達が
積極 的に採用 しているものである。また、社会経済史的方法に沿 って地域単位で得 られ る史料 を包
括的 に用い、最近では教会検認記録を も駆使 した、H.P.R.フ ィンバーグとW,G.ホ スキ ンス
以来、 いわゆ るレスター学派 によ り蓄積 されてきた研究 は、地域の独自性 と社会経済 とを重視 し、
そこにお ける農民生活の理解 に大 きく貢献 してきた ものと言えよ う。 そ して もちろん、 これ ら二っ
の流 れは相反するものではな く互 いに補いなが ら発展 して きたのである。本稿 はその発展上 にある
研究 であるとも言えよう。では、以下各章の内容を簡単 に述べ る。
第1章 では近年の近代初期 イングランド社会経済史、なかんず く地域史の分野で次第 に用い られ
ることの増えてきた遺言書、つま り遺言者が親族を中心 とする人 々への財産分与のため作成 した検
認証書、を年代順にかぞえる。その統計上 の趨勢 は、人 口変動、特 に死亡率 にほぼ歩調 を合わせ る
上、1550年 代後半 イングラン ド全土 を襲 ったイ ンフルエ ンザの猛威の程を も示 している。 さらにそ
の後、成人男性人 口の3分 の1を 含むと推定 され る、より下層の者による遺言書作成が慣行 とな り
始めることが明 らか となる。
第2章 は、家族 ・親族構造をより適切に理解す るために、地域 に密着 した史料の利用方法を考え
る。D.ク レシイは最近、親族関係の研究史 を整理 し、遺言書の史料的価値 には限 りがあることを
指摘 している。それは、旧新大陸間の往復書簡等 と比較す るとその数 は地域的 ・階層的に偏 りがあ
り親族への言及 も限定 されるか ら、 というものであった。だが、 ウィリンガム教区の属するイー リィ
司教区 に残存す る遺言書を年代順 にかぞえると、その動向は死亡率の変化 と一致す る。 また、教区
住民 ほぼ全ての洗礼 ・結婚 ・埋葬の情報 か らなる教区登録簿を、夫婦および子供 か らなる核家族単
位に、家族構成員を再構成 しよ うとした家族復元票が存在す る。それが示す趨勢 を定性的に補完す
るかたちで、遺言書 は、特により広 い範囲の親族構造および相続の情報を与える。
第3章 で はまずウィリンガムの親族の基本的構造 と移動 ・定住の概要 を理解す るたあ、家族復元
票を用い、移 出入民の増加 ・家族規模の縮小化 は、世代の継承 を一つの家族においてよ り困難な状
況にお くことを確認す る。8世 代分の時間を とってみ ると全体 として姓を同 じくす る集団が存続 し
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うるのは全体の2割 にとどまるので ある。流出者は多 く、親の残余の生涯における行方が不明であ
れば、4分 の3の 家族でその子供 も不明であった。だが流入者はより多 く、1世 代最大限4分 の3
の新来者 を迎え る状況下、特に親が他教区で結婚 していたり他所者であった りす ると、 その子供 ら
の定着性は半分以下である。その傾向 は娘 に顕著である。他方、娘のみの家族の うち3分 の1以 上
が娘を未婚で終 らせている。 さらに17世 紀 の後半になると女子乳児の死亡率の高さが際立ち、成年
に達す る者の数を減 らす一方、男子 の結婚年齢が上昇する。 こうしたことが この時代、 ウィリンガ
ム社会の要請 に見合 った 「近代的核家族化」 とで も称すべ き事態の進展に、よりふ さわ しい条件を
整えてい ったと考 え られ る。
第4章 で は、1524/5年 の大特別税査定記録か ら1720年 代の耕地保有台帳 に至 るまでの史料を用
い、家族の協働 ・継承性を、親族の範囲を前章 より広 くとって考究する。 まず フレッチャー ・スティ
ブンソンらが経済 ・社会階層間で の分極化 は文化的分化 を伴 うことを強調す るけれども、親族関係
にあ り協働 しあう世帯主が ウィリンガムでは半数以上経済 ・社会階層 を越えている。 フレッチャー
らの専 ら依拠 したK.ラ イ トソ ンの 夕一 リング(エ セ ックス)、 及びウィッカム(ダ ラム州)に お
ける親族関係 の密度 とウィ リンガムのそれとで比較が試み られ る。家族復元票 による分析結果で は
驚 く程の流動性を示 したウィリンガム も、一層流動性の高い ター リングやウィッカムと較べれば、
遙かに安定 した社会であることが、親族関係の密度か ら分明となる。 ウィ リンガムの親族関係 の収
縮 ・拡大が16世 紀終わ り ・17世紀初めの拡大期 を ピークに展開 され、 その集中 ・拡散は、 ウィリン
ガムの より広域 な社会の動 きに対応 していた。 しか し、教区全体 としてウィリンガムは土地保有 の
細分化を伴 いつつ貧困化する点が親族関係 のあり方 に も反映 し、2割 前後 の協力 し合 う親族集団が
貧困化 しなが らも家系 を200年 間続 けることがわかった。
最後 に第5章 では、 まず、未成年の子供 を残す父親 と、相続人の記 されていない、主 と して独身
者の遺言書 とが半数以上を占め ることが判明 した。16世 紀後半 とそれ以後 とでは、遺言書の内容 に
も違 いが現れる。相続可能年齢 は、16世 紀後半 には多様であ ったのに対 して17世 紀 になると21歳 と
いう元来が社会上層の年齢設定 に収敏 されていく。更 に、特 に未成年 の子供のいる遺言者 に顕著 だ
が三親等への言及が多か ったのに、17世 紀 になると二親等へと狭まり核家族化 の傾向を強める。 そ
うした一連の変化 は、漸進的なが ら相続のあ り方が、遺言書 への記録 を通 じて次第に定式化 され、
具体的な生活の場か ら徐 々に乖離 しっっあ った ことを反映す ると思われる。大局的には、北西 ヨー
ロッパを中心 として世界全体が大 きく変動す る時代で もあった。 ウィリンガムの遺言書には 「胎児」
に対す る遺贈が この時期 に特 に増え ることに端的に示 され るよ うに、村民がその変化 に対 して何 ら
かの動 きを示 し始 める。その態度の変化が明確 に顕 われるのが相続慣行 と親族関係 との二っの局面
であった。かように近代初期 において、地域経済生活における決定的な変化は通常考え られている
以上 に短 い時間に生 じたので はなかろ うか。 ここにおいて近代的核家族が資本主義の生成 と親和的
に登場すると言えよう。
なお補論では第1章 の知見に もとづ き、筆者 は更 に幾つか の司教管区裁判所 に残存する遺言書 の
数 をかぞえ上げた。第1章 の主た る知見、すなわち16・7世 紀 イギ リスでおそ らく青年男子の3分
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の1が 遺言書を作成することと、遺言書作成 とい う慣行が社会 のよ り下 の階層にまで普及 していた
こととが、新たに検討された4つ の地域か らのデータでその実証性が高 め られたよ うに思 われる。
さらに、エセックスも含まれ る首都圏(中 央)と 地方 との、16世 紀後半か ら17世紀にかけての乖離
が、一史料の観点か らではあるけれどもより明白となったようである。 それは疫病の発生年度 との
相関か らも言 えるのである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
1
本論 文 は、 高橋 基泰 氏 の数 年 にわ た るイ ギ リス ・ケ ンブ リッジ大学 にお け る研 究 の成果 で あ る。
同氏 は、 マー ガ レッ ト ・スパ ッフォ ー ドとキ ース ・ライ トソ ンの指 導 の下 に、 イ ギ リス地 域史 研究
並 び に家族 史 研究 の成果 を吸収 しっっ 、 ケ ンブ リ ッジ州 の一 教 区 ウ ィ リ ンガ ムWillinghamに お
いて、16、7世 紀 に親族 関係 に生 じた変化 の具体 的様 相 を原史 料 を用 いて解 明 して い る。
II
(1)こ れまで、中世以来 イギ リス農民 は不動産の相続 にっいては、長子相続制を一般 に採 って き
たとされて きたが、先ず この捉え方の妥 当性を高橋氏は問題 とする。 そ してホスキ ンズを初 めとす
る地域史研究、ホーマ ンズ、 ラズ レッ ト等の家族 ・世帯研究、人 口史、 クスマウル等の人 ロ移動 ・
奉公人等 に関する研究史を検討 し、相続の実態 は長子相続 とは隔た っている場合が多いことを確認
すると共 に、残されている研究課題を整理する。16、7世 紀は、(核)家 族 とい ういわば血縁関係 と、
世帯 とい う生産 ・消費 ・社会活動 を共 にす る共住集団 とが明確に分 けることが出来ないような農家
経営のあり方が変化 し、 これ らの二っが分離 した時期ではないかとの見通 しを立てる。
次いでウィ リンガム教区を選んだ理 由を述べ、当教区は穀作地帯 と沼沢地域 との結合点にあるた
め、多様 な地域の実態を解明す る目的にとって適切な展望 を与 えて くれ ることを指摘する。遺言書
とい う史料を中心的に用 いる理由にっいては次のように述べ る。近年、教区登録簿 とい う史料の重
要性が認識 され、そ こか ら得 られるデータを もとに家族復元票が作成 されている。教区登録簿は、
結婚、出産、死亡 についての情報を与えて くれるが、他方家族 のあ り方についての積極的情報は与
えて くれない。にも拘わ らず、 うえの家族復元票は、当時の家族 は核家族が支配的であった ことを
前提 として作成されている、 とい う重大な問題を孕んでいる。遺言書 はこうした前提 自体を検討す
ることを可能 にす る史料であると高橋氏は解釈する。そ して遺言書 と教区登録簿 は、そこか ら得 ら
れ る情報 に関 し、相互に補完関係 にあることを強調 している。
(2)第 一章では、1480-1629年 の時期 に、カンタベ リー大司教管区裁判所、イー リー及 びウスター
司教管区裁判所、 レスター副司教管区、 の三っの宗教裁判所で検認 を受け、現在まで残 されている
遺言書 の数 の変遷を辿 っている。15世 紀以降残存遺言書の数 は一般 に増加す るが、1557-9年 を境
に してその後 には、大司教管区 と地方裁判所の残存遺言書数の動向には著 しい差が生 じている。遺
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言書作成が普及する時期は、通説の言 う15世紀末か ら16世紀初頭ではな く15世紀中葉 に改めなけれ
ばな らないとす る。遺言書作成主体については、広 く農民大衆の間への普及期を17世 紀末 としたホ
スキ ンズに対 し、16世 紀末 と している。 また、 エセ ックス州 ター リング村について、労働者や小屋
住等 による遺言書を用 いた財産分与 の慣行は、 ライ トソンによ って17世 紀末 にも例外であ ったとさ
れているが、イー リー司教管区では この時期にそれは決 して異常ではなか ったとす る。
(3)第 二章では遺言書 の残存状態を、 スパ ッフォー ドにより明 らかにされた、教 区登録簿の残存
状態 と比較 し、両者 は1590年 代 まではほぼ一致するが、その後 は遺言書数は埋葬数 ほどには上昇せ
ず、結婚数 と一致 した動 きを示す ことを明 らか にしている。次に両種 の史料か ら判明す る事実の比
較を行 っている、1560年 か ら1603(4)年 の間にウィリンガムで世帯を営んでいた384組 の男女の う
ち、80組 は遺言書 に現れず、2種 の史料に共に現れ るの は304組 の夫婦であることを明 らかに した
うえで、1510-1730年 に作成、残存 している遺言書470件 中家族復元票 と照合可能 なのは253件 であ
り、そのうち78件 の遺言書 において、家族復元票 には現れない子供 に関す る言及があ り、逆に遺言
書には現れない子供についての情報 を提供 して くれる家族復元票が23件 あることを明かにしている。
また35件 では、遺言書 と家族復元票 との間に子供数の差がある。
(4)第 三章では世代継承のあ り方 と人口移動の状況を探 っている。ケ ンブリッジ州の ウーズ河畔
は、1524年 か ら1660-70年 代の時期 には一般 に移入者数が移出者数を大幅に上回ったために、人口
増加が著 しか ったが、 こうした状態の下で農民保有地 は分解 しっつあった ことを指摘す る。次 いで
ウィリンガムの定住 ・移動状況を家族単位に分析 し、!559-1599年 の時期には流 出と死亡 によ り、
4件 に!件 の割合で家系が断絶 していることを明 らかに してい る。その理由は、子供 を欠 くケース
が最 も多 く15%を 占める。子供がい るケースにっいては、結婚場所 をウィリンガムの中 と外 に分け
て検討 し、一般に移入民 の子供 の定着度 は低 く、男子に比べたときの娘の場合にそれは著 しいこと、
さらに娘が15歳 にな る前 に両親が死亡 している場合には定着度は一層低 くなることを明 らかに して
いる。次 いで家族規模の縮小、生存率の変化、両性共に独身率の増加、結婚年齢の上昇(特 に男性)
が見 られた ことを明 らかに している。
㈲ 第四章で は 「親族関係密度」なる概念を用 いて、社会階層毎 に 「密度」を計 ろうとしている。
ただ しこの 「親族関係密度」の意味にっいて、説明 は十分とは言い難 く、論 旨は辿 りに くい。社会
階層のあり方を炉数 による家屋規模 で探 り、小 ヨーマ ン層及びハ ズバ ン ドマ ン層 クラスが多か った
ことを示 している。親族関係の下にある者にっ いて、互 いに協働 し合 っている世帯主の半数以上 は
異なった社会層 に属す ると述べているが、論拠が十分 に示 されているとは言 い難 く、親族構造 と世
代継承 に関す る議論 もはなはだ難解である。
(6>第 五章では相続に関係 している親族はどの程度の広が りがあったかに関 し、時代的推移 を探 っ
ている。16世 紀中葉 に、土地を含む財産の近親者等への遺贈 は遺言書を用いて処理 されるようになっ
た。近隣のオーウェルでは長男 には主要 な保有地を相続 させ ると共 に、次三男 と娘にはその他の土
地 と動産を提供 していた ことが判 明 しているが、 この慣行 はウィリンガムで も見 られた。但 しその
影響は両教区で差異があ り、 オーウェルでは土地保有の分極化が生 じたのに対 し、当教 区では細分
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化が生 じたとする。また、 この村で行われていたとされるいわゆる相続 慣行 と実際に行われていた相続
との問にはギャップがあり、実質的には分割相続が広 く行われていたと解釈すべ きことを指摘する。
次いで、子供 を欠 くか、未成年の子供を残 して死亡 した者、つまり相続人 に関 して不安 な状態で
死亡 した者 は45%に 上 っていることを示す。未成年 の子供を残 して死亡 した者は16世 紀 には40%に
上 っていたのに対 し、17世 紀になると28%に 減少 した。 この時期 は土地保有規模の零細化が進行す
るが、土地の遺贈による分与、及び保有地分割の増加 と共に、主要な土地 の相続人が、非相続人 に
財産分与す るケースも増加 していることを明 らかに している。次 に遺言に関わ っている親族の範囲
について、16世 紀前半 には一等親への言及が多か ったが、16世 紀後半 には3親 等 まで広がった(4
分の1)後 、17世 紀にはいると2親 等 に縮小 している。 これは未成年の子供の扶養 に死亡 した両親
の関心が集中 した ことを意味す るものとする。 さらに、死亡年齢 と相続年齢の両者 を検討 し、16世
紀後半には未成年 の子供だけでなく胎内の子供 も遺贈対象になってお り、柔軟 に相続 を行 っていた。
これは、土地の零細化 という事態の下で、財産遺贈の対象を自分の子供に限 った上で、財産 を可能
な限 り平等に分配 しようとした もの と解釈 している。 しか し17世紀 にはいると、相続可能年齢 は21
歳に収敏 してゆき、胎内の子供への遺贈 も減少する ことを明 らかに しているが、その意味 にっいて
は現在のところ不明であ る、 とする。
金銭貸借関係へと移 り、利子取得 はイ ングランドでは16世 紀 に一般化 していたのに対 し、当教区
では利子免除が多いことを示 し、 これは当教区では金銭貸借が一殻化 していないことを意味す るも
の と解釈 している。 こうした事態 と並行 して、親族間にあっては金銭貸借の取 り消 しが行われ、実
質的には親 の財産の共同相続 と解釈で きる事例が多い ことを示す。
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一定 の範囲にっ いてではあるが
、遺言書 の残存状態の時代的推移を明 らかに してお り、 また、 こ
の遺言書 という史料の分析によ り、 ウィリンガム教区における親族関係のい くつかの側面 について
変化の具体的様相を解明す ることに成功 している。 また当教区への流入や定着の状況 もある程度明
らかにされてい る。
問題点を指摘す るな らば、「史料及 び概念」 につ いては、研究史 の整理 ・検討 と研究課題 の設定
との関係等 に問題が残されており、また第4章 については、使用されている 「親族関係密度」 の概
念 の説明が必ず しも充分 とは言 い難 く、論 旨 も必ず しも明快 ではない。第3章 について は、関連す
る周辺分野の従来の研究を活用 したうえで、時間をか けて論 旨を煮詰 めたな らば一層説得力が増す
のではないか と思われる箇所があり、第5章 については、論 旨の展開上必ず しも必要 とは考 え られ
ない点が含 まれている。
しか しこれ らの問題点 は今後の一層 の研鎖によって十分 に克服で きるものと判断され る。手稿文
書を これだけ多 く用 いて、一定の史実を明 らかに した研究 は、我が国ではこれまでのところ数え る
ほどしか存在 しないことを考えると、貴重 な研究成果 と言 うことが出来る。
よって、本論文は博士(経 済学)の 論文 の水準 に達 してお り、成績 は 「合格」 と判定 される。
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